
・長崎県の新生児聴覚スクリーニング検査、その後の精密検査の受診率は全国的にも非常に高い。
・一方で、聴覚障害児への支援に関しては、医療機関（検査、診断、治療）、教育機関（教育および療育）、行政機関（公的支援）、聴覚障害者
関係団体（家族の会を含む支援）が個別に行われており、各機関が互いの支援内容を知らず、かつ密な連携が取れておらず「継続した切れ目のな
い支援」が不十分であるため、関係機関が連携し、療育支援体制の整備を進める必要がある。
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長崎県聴覚障害児支援中核機能モデル事業（R5年度）

家族支援・巡回相談・
研修会

相談

１．現状・課題

２．事業イメージ

手話通訳
サークル等

３．事業内容

(１) 協議会の実施
・長崎県新生児聴覚検査推進事業検討協議会に関係機関を加えて構
成。(委員：23名)
・R5年度２回開催(R5.11.7,R6.3.22)
(２) 関係機関の連携
・コーディネーターを中心に医療(産婦人科、小児科、耳鼻咽喉
科)・福祉・教育(ろう学校)が連携し、聴覚障害児の直接・間接的な
支援を行う。
・メールや電話連絡を中心に、2か月に1回の頻度で対応。
・「Dejima医療と教育研究会」(医療・教育・メディア等の多職種)
を開催し、関係機関との連携について協議を実施。
・R2年度モデル事業で立ち上げた相談窓口と情報発信を目的とした
ホームページを更新を随時実施。

(３) 家族支援
障害告知を受けた家族の不安や障害の受容支援を目的にセミナーを実施。(11月、

1月、3月)

(４) 巡回支援
コーディネーターを中心にろう学校元教員、相談支援専門員、言語聴覚士、医師

等の専門家が離島の総合医療機関、児童発達支援事業所、離島の公立小学校及び家
庭を訪問し、療育支援を実施。

(５) 支援方法による研修会の実施
聴覚障害児の支援方法のための研修会を医療・療育関係者対象に２月15日実施。

また、聴覚障害児、保護者、当事者団体、関係団体を対象に2月23日実施した。
（受講者：延べ180名）
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